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自己紹介



1. わが国のエネルギー政策における原子力の役割
2. 持続的な原子力利用に必要な核燃料サイクル政策
3. 本講演のまとめと将来の原子力政策

本講演の内容
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1. わが国のエネルギー政策に
   おける原子力の役割
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世界の一次エネルギー自給率の変化
一

次
エ

ネ
ル

ギ
ー

自
給

率

「固定価格買取制度（FIT）」の導
入による再エネの発電量の増加や、
原子力発電所の再稼働、省エネル
ギーによって、自給率は少しずつ高
まってはいるものの、10%程度

震災以降、原子力発電の発電量が減
少したため、一時は6%まで減少。

再エネ導入促進政策によって自給率
が増加する一方、原子力発電所の稼
働停止により、自給率は同水準

石炭の利用と原子力に
より4割程度の自給率

電力の7割以上を原子力発電によっ
て供給。燃料の安定供給対策あり

北海油田開発でかつては自給率
100%越え。エネルギー輸出国。し
かし、北海油田の枯渇によって自給
率を下げるも7割程度を維持。

2000年代後半の「シェール革命」で
化石燃料（原油と天然ガス）の国内
生産量が増加。さらに再エネも増加
したことで、エネルギー自給率は、
直近の10年間で約20%も上昇。

出典：資源エネルギー庁 エネこれ「グラフで見る世界のエネルギーと「3E+S」安定
供給① ～各国の自給率のいま」より 4
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ロシアによるウクライナ侵攻に伴うエネルギー危機

（出典）「エネルギー⽩書2023」から抜粋

欧州（EU＋英国）のLNG輸⼊状況 LNG価格の推移
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⽶国からのLNG輸⼊量が増加
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⚫ ロシアによるウクライナ侵略以降、世界的にLNGの需給ひっ迫・価格⾼騰が発⽣。

⚫ このような中、EUはLNGの輸⼊量を増加させている。特に、⽶国からEUへの輸⼊量が増加。

⚫ LNGの価格は2019年頃と⽐較すると 2022 年は平均で約6倍の歴史的⾼値。
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貿易収⽀の推移

【貿易収⽀の詳細】

◼ 自国産エネルギーが乏しく輸入に頼る我が国は、高付加価値品で稼ぐ外貨を化石燃料輸入で消費。2023
年には、自動⾞、半導体製造装置などで稼いだ分（輸送用機器約20兆円＋一般機械約9兆円）の大半を
、鉱物性燃料（原油、ガスなど）の輸入（約26兆円）に充てる。

◼ 更に、世界的な脱炭素の潮流により、化石燃料の上流投資は減少傾向。海外に鉱物性燃料の大半を頼る経
済構造は、需給タイト化による突然の価格上昇リスクや、特定国に供給を依存するリスクを内包。

（出所）国際収⽀から⾒た⽇本経済の課題と処⽅箋 第１回会合資料（財務省）に太印付記

【貿易収⽀の推移】

総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会 資料１ 7

東日本大震災 ウクライナ侵攻



中東情勢の緊迫化
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イスラエル・パレスチナ
情勢の悪化
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(2023年10⽉頃〜)

イスラエル・イラン間の
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（出所）『エネルギー⽩書2023』を基に作成。

◼ イスラエル・パレスチナ情勢の悪化や、イスラエル・イラン間の軍事的緊張関係が上昇。

◼ 原油の約9割以上を中東からの輸⼊に依存する我が国にとって、チョークポイントが集結する中東地域の情勢悪化は
エネルギー安全保障に直結し、我が国産業競争⼒に⼤きな影響。
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チョークポイント：戦略的に重要な水路
中東からの原油輸⼊は、ホルムズ海峡＋マラッカ海峡の2か所を通る。
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世界のデータセンター関連の電力需要

• IEAの「Energy and AI」（2025年4⽉公表）によると、世界のデータセンター関連の電力消費量は、
2024 年に4150 億kWh （電⼒消費量の約1.5%相当）であり、過去5年間にわたり年率約12 ％で増加。

• 同レポートでは、データセンター関連の電⼒消費量について、ベースケースと3つの感度分析を実施。ベースケース
では、2030 年までに9450 億kWh まで約2倍に増加するとしている（感度分析の結果、2030 年時点で
6700 億~12600 億kWh 、すなわち1.6 倍～3.0 倍の幅で増加すると予想）。

【参考】
飛躍ケース（Lift -Off Case ）
インフラ等の環境が整い、ベースケースよりもAI導⼊が更に進展
することを想定したケース。

ベースケース（Base Case）
現行の規制と業界予測を前提に電⼒消費量を推計。2028
年までのサーバー出荷台数が2028年以降も継続するとともに、
データセンターの効率改善も進展することを想定したケース。

⾼効率ケース（High Efficiency Case）
ベースケースと同様の制約要因を加味した上で、データセンター
に関する効率改善がより進展することを想定したケース。

逆風ケース（Headwinds Case）
インフラ等の環境が整わず、ベースケースよりもAIの導⼊が遅れ
ることを想定したケース。

世界全体のデータセンター関連の電力需要のシナリオ分析

（出典）IEA「Energy and AI」（2025年4⽉公表）を基に経産省作成。

2025.6.2 69ᵕṁ ├ ᴬᵓⱢ ͍Τϣ 9



COP28での原子力3倍宣言
COP28の決定文書では、世界の進捗と1.5℃⽬標には隔たりがあり緊急的な⾏動
が必要であること、世界全体で再エネ３倍・省エネ改善率を２倍へ拡大、化石燃
料からの移⾏などに合意。

COP28/GST の概要 原⼦力3倍宣⾔※の概要

Å 1.5℃⽬標の達成に向けて緊急的な⾏動が必要。

Å 2030年までに再エネ発電容量を世界全体で3倍、省エネ
改善率を世界平均で2倍へ拡⼤。

Å 排出削減が講じられていない⽯炭⽕力フェーズダウン加速

Å 2050年ネットゼロに向けた化⽯燃料からの移⾏

Å 再エネ、原⼦力、CCUSなどのCO2除去技術、低炭素⽔
素などを含むゼロ・低排出技術の加速

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の分析によれば、
平均1.5℃シナリオでは、2020 年から2050 年にかけて、世
界の原⼦力発電設備容量が約3 倍に増加することを認

識し、（中略）

各参加国の異なる国内事情を認識しつつ、2050 年までに
2020 年⽐で世界全体の原⼦力発電容量を３倍にすると
いう野⼼的⽬標に向けた協働にコミットする。

※  日本を含む25カ国（2024年1月時点）の有志国による共同宣⾔

出典：令和６年６月25日 第39回原子力小委員会 資料１ 10



フランスの「エネルギー気候戦略」（概要）

2023年11月、フランスは、省エネを促進しつつ、化石燃料依存からの脱却と低炭素電力・
地域暖房網の拡大などを図るため、「エネルギー気候戦略」を公表。

出典：令和６年６月25日 第39回原子力小委員会 資料１ より作成
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英国の「エネルギー安全保障戦略」

英国・エネルギー安全保障戦略（2022年4月）

⚫ 英国は、コロナ後のエネルギー需要増加とロシアによるウクライナ侵略による世界的なエネルギー
価格高騰へ対応するべく、2022年4月にエネルギー安全保障戦略を発表。

⚫ エネルギー安全保障を強化するべく、再エネや原子力、水素などを含む総合的なパッケージを公表。

⚫ 2024年3月には、新たにガス発電所の新設を⽀援する⽅針を⽰した。

原子力
原子力の導⼊を大幅に加速し、2050 年までに最大 24GW を⽬指す（英国電力需要
の約 25％相当）

洋上風力
2030 年までに最大 50GW の新たな⽬標を設定（浮体式洋上⾵力発電で最大5GW  を
確保することを⽬指す）

石油・ガス
国産エネルギー源への移⾏を、エネルギー安全保障上の重要性を踏まえて推進。国内
ガス生産は海外輸入よりもCO2排出量が少ないことを踏まえ、新たな北海石油・ガス
プロ ジェクトのための認可プロセスを開始予定

陸上風力
新しい陸上⾵力インフラ受け入れを望むコミュニティとの パートナーシップを構築す
るためのコンサルティングを実施

省エネ
ガス需要低減に向け、エネルギー効率を向上させるために英国産ヒートポンプ製造の拡
大を⽬指す

太陽光
現在の14GW の太陽光発電容量を増加させ、2035 年までに5倍となる最大70GWま
で増強

水素 2030 年までに低炭素水素生産能力を 10GW まで倍増

出典：令和６年６月25日 第39回原子力小委員会 資料１より作成 12



⚫ 原子力は、燃料投入量に対するエネルギー出力が圧倒的に大きく、国内保有燃料だ
けで数年にわたって発電が維持できる準国産エネルギー源である。

⚫ 優れた安定供給性と技術自給率を有する自律性が高い電源であり、他電源と遜色な
いコスト水準で変動も少ない。

⚫ 天候に左右されず一定出力で安定的に発電可能な脱炭素電源である。
⚫ ＤＸやＧＸの進展等により増加が見込まれる電力需要、特に製造業のＧＸ、定格稼

働するデータセンターや半導体工場等の新たな需要のニーズ。
⚫ 国民からの信頼確保に努め、安全性の確保を大前提に、必要な規模を持続的に活用

していく。

わが国の電力需要の予測

13第55回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会 資料１ʺϵКάϦ 2024― Υ ΠοΜϥϵКиϻ˔ ϢϤ⌠



2040年に向けたエネルギー政策の⽅向性

✓ ךּ קּ צּפּ צּ

✓ ṇ ︣ פּ ḭ
ṇ ︡ḭ ︡

ךּ לּ

✓ ṇ לּנּ ṇ

✓ ︡ ṇḭ

✓ ṇḭ ṇ ︡ḭ
ךּ

✓2040 וֹ פּ

✓S+3E ḭקּ לּ

14



エネルギー源に求められる要件→ S＋３E

安全性（Safety)

安定供給(Energy Security)

経済効率(Economic Efficiency)

環境適合(Environment)

安全性(Safety）の確保を大前提としてエネルギーの安定供給
(Energy Security)を第一として、経済効率性の向上
(Economic Efficiency)と環境適合性(Environment)を図
りつつ、将来のエネルギー社会を構築していきます。

15

エネルギー政策の基本的視点 S+3E

→エネルギー自給率：2040年3～4割

→安全が大前提

→国際的に遜色ないエネルギー価格

→CO2削減：2030年46％減、2040年73％減
（2013年度比）野心的⽬標

✓ 第6次エネ基に引き続き、エネルギー政策の要諦 S+3E（安全性、安定供給、経済
効率性、環境適合性）の原則は堅持。

✓ 安全性を大前提に、エネルギー安定供給を第一として経済効率性の向上と環境への
適合を図る。



第7次エネルギー基本計画

2025年2月閣議決定

第6次エネ基(2021)からの大きな変更点
原子力の依存度を可能な限り低減する

原子力の最大限利用

第7次エネルギー基本計画の基本的な考え⽅
DX、GXの進展による電力需要の増加が見込まれる中、安定供
給と脱炭素を両立する観点から、脱炭素電源である「再エネ」
および「原子力」を最大限に活用し、出力調整機能に優れた火
力発電等の電源を組み合わせてバランスのとれた電源構成を⽬
指す。
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2040年度に期待される電源構成

倍増

倍増

倍増

半減

3倍増

出典：資源エネルギー庁：エネこれ「 ΦΨ ᴟβϥ ᵦπʺ χϵК
иϻ˔ϬςΞβϥˁϵКиϻ˔ṁ ὓᵊΩ Ϭ ϙᵔΨˢῇ ˣ˯˯ 17



第7次エネ基における原子力政策

⚫ 既設炉の最大限利用

⚫ 次世代革新炉の開発・設置

⚫ 核燃料サイクル政策の堅持

⚫ 高レベル廃棄物の最終処分の推進

⚫ 持続的原子力活用への環境整備
        サプライチェーン、ANECによる人材の維持・強化。ウラン燃料安定供給

第７次エネルギー基本計画に⽰された「原子力の最大限利用」か
ら今後進められる原子力政策は以下の通り。

18
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2.持続的な原子力利用に必要な
核燃料サイクル政策



原子力発電所の現状

46 ᾖ◓ ӦԌᵓ 20

2025年12月17日時点



既設炉の活用による発電容量の維持
⚫ DXによる電力需要増に対応するため、既設炉の再稼働を加速する必要がある。
⚫ ただし、既設炉だけでは2040年以降発電容量が激減する。
⚫ 発電容量の維持には、革新軽水炉の建設に早期に着手する必要がある。

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2
0
0
0

2
0
0
5

2
0
1
0

2
0
1
5

2
0
2
0

2
0
2
5

2
0
3
0

2
0
3
5

2
0
4
0

2
0
4
5

2
0
5
0

2
0
5
5

2
0
6
0

2
0
6
5

2
0
7
0

2
0
7
5

2
0
8
0

2
0
8
5

2
0
9
0

2
0
9
5

2
1
0
0

設備容量（万kW)
現在

既設炉の最大限活用

Å 再稼働の加速

Å 設備利用率の向上（運転サ
イクル延長、稼働中保全）

40年運転

60年運転（許可済）

稼働炉

60年運転（仮定）

2,056万k

2040 年

2,214万kW

再稼働していない
設備容量

運転延⻑し
いない設備 量

て
容

W

1,960万kW

0

西暦

Å 運転期間延長（60年＋α）新規原子力発電所建設
20年程度のリードタイム
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設備利用率の向上に向けた取組

⚫ 更なる設備利用率の向上に向けて、原子⼒産業界は、トラブル低減の取組に加えて、運転サイ
クルの長期化や運転中保全の適用範囲の拡大に向けた検討、定期検査の効率的な実施に取
り組んでいる。

⚫ これらの事例に留まらず、今後、全社の共通課題として、様々な領域、機器・設備等について対
象を拡大し、検討を深めるべきではないか。

運転中保全（オンラインメンテナンス）の適用範囲の拡大

➢ 現在、プラントの停止期間中に分解点検等を行っている設備について、リスク情報を活用して運転中保全の適
用範囲を拡大することで、保全⽅式・頻度の更なる最適化を行い、更なる安全性と設備利用率の向上に繋げて
いく⽅針。

➢ このため、ATENAは2022年12⽉に運転中保全WGを立ち上げ、NRRCと連携して、運転中保全に関するガ
イドラインの策定や、リスク情報に基づく適用プラント・機器の選定等に向けた検討を進めているところ。

➢ また、2024年12⽉のCNO意⾒交換会において議論がなされ、2025 年1月の規制委員会において、四国電
力・伊方発電所にて現場実証を⾏うことを了承。2025 年5月、伊方発電所３号機にて、オンラインメンテナンス
の実証を実施。

運転サイクルの長期化
➢ PWR プラントの15 ヵ月運転サイクルの導⼊（現在、最⻑13ヵ⽉）に向けて、ATENA では、2022年7⽉に

WGを立ち上げて、⻑期サイクルの炉心特性・崩壊熱・燃料設計等の変化に関する影響や、定期検査毎に分解
点検している機器の健全性評価等の運転サイクルの長期化に係る技術的な評価を実施。

➢ こうした評価結果を踏まえて、ATENAは原子⼒規制庁と意⾒交換を行っていく⽅針。

＜原子力産業界の取組＞
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次世代革新炉の開発

◆NuScale（VOYGR）

〇特長
✓ 技術熟度が⾼く、規制プロセスを含め⾼い

予⾒性あり
✓ 受動安全システムや外部事象対策（半

地下化）により更なる安全性向上

✓ シビアアクシデント対策（コアキャッチャー、ガ
ス捕集等）による発電所外の影響低減

〇課題

✓ 初期投資の負担
✓ 建設⻑期化の場合のファイナンスリスク

現行炉のメカニズム・出⼒規模をベースに安全性を⾼めた炉

〇特長

✓ 炉心が⼩さく⾃然循環冷却

✓ 事故も⼩規模になる可能性

✓ ⼯期短縮・初期投資の抑制

〇課題

✓ ⼩規模なため効率が低い

（規模の経済性が⼩さい）

✓ 安全規制等の整備が必要

⾰新軽⽔炉 SMR（⼩型モジュール炉）
現行炉と⽐べて⼩型の軽⽔炉

◆GE日立（BWRX-300）

◆三菱重工業（実証炉）

⾼速炉
冷却材にナトリウムを使⽤し、⾼速中性子を⽤いる炉

⾼温ガス炉
冷却材にヘリウムガスを使⽤し、⾼温の熱を得る炉

核融合
核分裂反応ではなく、核融合反応から熱を得る炉

◆三菱重工業（実証炉） ◆ ITER（実験炉）

〇特長
✓ ⾦属ナトリウムの⾃然対流による⾃然冷却・

閉じ込め

✓ 放射性廃棄物の減容・有害度低減

✓ 資源の有効利⽤

〇課題

✓ ナトリウムの安定制御等の技術的課題

✓ 免震技術・燃料製造技術等の技術的課題

〇課題

✓ エネルギー密度・経済性の向上

✓ 安定な被覆燃料の再処理等の技術的課題

〇特長 〇特長

✓ ⾼温で安定なヘリウム冷却材（⽔素爆発なし） ✓ 連鎖反応が起こらず、万⼀の場合は反応がストップ

✓ ⾼温耐性で炉心溶融なし ✓ 放射性廃棄物が⾮常に少ない

✓ 950℃の熱利⽤が可能（⽔素製造等に活⽤） 〇課題

◆三菱重工業
（SRZ-1200）

✓ プラズマの維持の困難性、主要機器の開発・設計

（実⽤化には相応の時間が必要）
✓ エネルギー密度・経済性の向上

23第39回原子力小委員会資料１より作成



次世代革新炉の開発の道筋
⚫ 次世代革新炉については、我が国の炉型開発に係る技術的な道筋を示すため、事業者等から

の個別のヒアリングを踏まえて、研究開発を進めていく上での⽬標時期として、技術ロードマップが
策定されている。

⚫ 他⽅、⾼速炉・⾼温ガス炉実証炉開発事業の開始、海外での⼩型軽⽔炉の開発の進展、
第７次エネ ルギー基本計画の策定など、様々な進展があったことを踏まえた形で、次世代
⾰新炉の開発の道筋を具体化していくことが求められる。今後、⾰新炉ワーキンググループに
おいて、技術や開発の進展、実装に向けた課題なども考慮し、次世代⾰新炉の開発の道筋
の具体化に向けた検討を⾏うこととしてはどうか。

詳細設計

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

技術熟度に合わせた開発の加速※事業者等からの個別のヒアリングを踏まえて、「研究開発を進めていく上での⽬標時期」として策定したもの。
（実際に建設を行う場合の運転開始時期等は、立地地域の理解確保を前提に、事業者の策定する計画に基づいて決定されることとなる。）

革新
軽⽔炉

基本設計 運転
製作
・建設

⾼速炉 概念設計 基本設計
詳細 製作・
設計 建設 運転

⾼温
ガス炉

運転製作・建設詳細設計基本設計

軽⽔炉
概念設計 基本設計 製作・建設 運転詳細設計

※商⽤炉

⼩型

※実証炉

※実証炉

※実証炉

核融合 製作・建設詳細設計概念設計
※原型炉

2040

2030年代

2050

2040年代

出典：第45回原子力小委員会 資料２ 24



核燃料サイクル

MA分離

MA分離

LWR 燃料製造

(LWR サイクル)

LWRU濃縮

ウラン採鉱

U

U
UO2

LMOX

回収U

J-MOX

⾼レベル
廃棄物

UO2

＋sLMOX
U,Pu sLMOX

LWR 燃料再処理FMOX
燃料製造

FR

FR燃料再処理

U,Pu

(FR サイクル)

⾼レベル
廃棄物

sFMOX

U,Pu
FMOX

sLMOX

＋MA

＋MA
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LWRサイクル
J-MOX:回収PuのLMOX化
プルサーマルによるPu燃焼
回収Uの再濃縮
使用済みLMOX再処理・貯蔵

FRサイクル
FR実証炉（2045年）
FR商用炉（2070年頃想定）
FMOX再処理
FMOX燃料製造
MA分離・核変換



核燃料サイクル推進のメリット
⚫ 核燃料サイクルは、①高レベル放射性廃棄物の減容化、②有害度低減、③資源の有効利用等

の観点から、今後も原子力発電を安定的に利用する上で、関係自治体や国際社会の理解を得な
がら、引き続き推進することが重要。

⚫ また、高レベル放射性廃棄物についても、国が前面に立って最終処分に向けた取組を進める。

⚫ 上記については、2021年10月に閣議決定された第６次エネルギー基本計画でも明記。

軽水炉サイクル

（当面の姿）
高速炉サイクル

（将来的に⽬指す姿）

体積比約1/4に

【Bq】100万年 → 数万～10万年

【Sv】 10万年 → 8千年

毒性が自然界並に低減する期間

新たに１～２割の燃料

800トンのSFから100トン程度のMOX燃料

（プルサーマル12基/年 相当）

【Bq】 900年

【Sv】 300年

更なる有効利用

体積比約1/7に
■再処理：最大800トン/年

原発40基/年 相当のSFを再処理

■MOX：最大130ｔHM/年

潜
在

的
有

害
度

（
S
v
）

①減容化

10万年

天然ウラン

８千年

②有害度低減

③資源有効利用

核燃料サイクルのメリット
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高レベル放射性廃棄物の減容化

シナリオ 概要 処分対象 減容化

直接処分
使用済燃料をキャニスタ（容器）に
⼊れた上で処分。

使用済燃料１トンあたりの体積
＝4.98立⽅メートル １

再処理
（軽水炉）

キャニスターに充填されたガラス
固化体をオーバーパック（金属製
容器）に封⼊した上で処分。

使用済燃料１トンあたりの体積
＝1.14立⽅メートル １／４

再処理
（高速炉）

同上

高速炉は、同じ燃料の量で、軽水炉より
も多く発電できるため、単位発電量あた
りのガラス固化体の発生量がさらに減少

１／７

※減容化は、単位発電量当たりの高レベル放射性廃棄物の発生量を試算したもの。

【資料】文部科学省 もんじゅ研究計画作業部会 『廃棄物の減容・有害度の低減のために「もんじゅ」等を活用して⾏うべ
き研究開発について』（2012年11月）より作成

再処理する場合、使用済燃料の大半を占めるウラン・プルトニウム等を回収して
利用するため、直接処分する場合よりも、減容化の効果が大きい。
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高レベル放射性廃棄物の有害度低減

【使用済燃料（軽水炉）の組成】

⚫ 直接処分では、半減期が長いウラン・プルトニウ
ムを含めた使用済燃料そのものを処分。

⚫ 有害度が低減するまでに10万年

⚫ 再処理により、ウラン・プルトニウムが回収され
マイナーアクチノイドと核分裂生成物のみを処

⚫ 有害度が低減するまで8千年

（直接処分）

（再処理・軽水炉）

（再処理・高速炉）

⚫ 高速炉では、マイナーアクチノイドも燃焼し、
核分裂生成物のみを処分。

⚫ 有害度が低減するまで300年

再処理する場合、半減期が長いウラン・プルトニウム等を回収して利用するため
、直接処分する場合よりも、有害度低減の効果が大きい。

【資料】文部科学省 もんじゅ研究計画作業部会 『廃棄物の減容・有害度の低減のために「もんじゅ」等を活⽤して行うべき研究開発について』（2012年11⽉）より作成

核分裂し易いウラン

プルトニウム

マイナーアクチノイド

核分裂生成物

1%
1%
0.1%

3~5%

核分裂しにくいウラン

93~95%

3~5%

95~97%

【使用前燃料】
主な物質の半減期（例）
Pu-239：約２万４千年

主な物質の半減期（例）
Am-243：約７千４百年

主な物質の半減期（例）

Cs-137：約３０年

※有害度の低減は、単位発電量当たりの高レベル放射性廃棄物の
放射線量（Sv：シーベルト）が、その発電に必要な天然ウラ
ンと同等のレベルまで下がるのに必要な期間を試算したもの。

放
射
性
毒
性

経過年

10万年８千年300年

使用済み燃料
直接処分再処理軽水炉

高レベル廃液

再処理高速炉
分離核変換

天然Uレベル
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資源の有効利用

【資料】原子⼒委員会 原子⼒発電・核燃料サイクル技術等検討⼩委員会 『核燃料サイクル政策の選択肢に関する検討結果について 【参考資料】』（2012年６⽉）より作図

⚫ 軽水炉の使用済燃料を再処理する場合、回収したウラン・プルトニウムを新たな燃料と
して利用できるため、資源の有効利用（１～２割）が可能。

⚫ 高速炉サイクルが確立した場合、更なる資源の有効利用が可能。
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⚫ 核燃料サイクルの推進を基本的⽅針とする。
⚫ 六ヶ所再処理工場とMOX燃料工場の竣工、安定的な長期利用、

メンテナンス技術の高度化、サプライチェーン・技術の維持
⚫ 利用⽬的のないプルトニウムは持たないとの原則を堅持し、

「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え⽅」
（2018年原子力委員会決定）を踏まえ、プルトニウム保有
量を適切に管理し、削減に取り組む。

⚫ 英仏にあるプルトニウムに加え、六ヶ所再処理工場で回収さ
れるプルトニウムの着実な利用推進。

⚫ プルトニウムの利用や六ヶ所再処理工場への使用済燃料の搬
⼊などに係る事業者間の連携・調整に国が関与し、その機能
強化を図る

第7次エネ基～核燃料サイクルの推進

→ 核燃料サイクルの実効性向上

出典：第45回原子力小委員会 資料２ 30



核燃料サイクルの課題
⚫ 核燃料サイクルは、①高レベル廃棄物に減容化、②有害度低減、③資源の有効利用の

観点から原子力発電を持続的に利用する上で重要である。。

⚫ 核燃料サイクル確立に向けて、①六ヶ所再処理工場・MOX燃料工場の竣工、②使用
済燃料対策の推進、③ウラン燃料サプライチェーン確保、④最終処分の実現、⑤プ
ルトニウムバランスの確保への取組を加速することが必要である。

Ẇ使用済燃料対策の推進

⚫ 業界全体で貯蔵能⼒の拡
⼤を推進 2030年頃に容量
を約3万トンへ

⚫ 使⽤済MOX燃料のṪ ᵫ

Ẇ再処理⼯場・MOX ⼯場竣⼯

⚫ 業界⼤で原燃の審査・竣⼯
を⽀援

⚫ 再処理︓2026年度中
⚫ ͤͭ͢ 2027

Ẇ最終処分の実現

⚫ 複数地点で文献調査を実施中

⚫ できるだけ多くの地域で関心を持って
いただけるよう、全国での対話活動に
取り組む

ウラン燃料サプライチェーン確保
⚫経済安全保障推進法に基づき、
「特定重要物資」に指定
⚫ウラン燃料の安定的な調達に
向けた⽀援策を検討中

Ẇプルトニウムバランスの確保
⚫ プルサーマル計画に基づき、2030年度ま

でに少なくとも12基でプルサーマルを実施

⚫ Pu回収と利⽤のバランスを管理

第41回原子力小委員会資料３より作成 31



再処理施設とMOX燃料加工施設の操業計画

2026.1.28  JNFLからの情報提供資料

32最大MOX製造容量：130t-HM/y使用済み燃料処理量：800 t-HM/y

JNFL 六ケ所再処理工場 MOX燃料工場（J-MOX）

(1)  六ヶ所再処理施設の暫定の操業計画（処理可能な年間再処理量）

年度 2026 2027 2028 2029 2030
上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

再処理可能量（ｔ-Upr）
※1 ０ 70 170 90 400

－ 0 0 70 60 110 0 90 190 210

プルトニウム

回収見込量（ｔ-Put) ※2

0 0.6. 1.4 0.7 3.2

－ ０ ０ 0.6 0.5 0.9 0 0.7 1.5 1.7

※1：照射前金属ウラン（Upr）換算量を記載。※2：全プルトニウム（Put)量を記載。

（2）六ヶ所MOX燃料加工施設の暫定の操業計画（加工可能な年間Pu量）

年度 2026 2027 2028 2029 2030

MOX燃料

加工可能量（ t- Put) ※3
－ 0 0 0 2.0

※3：全プルトニウム（Put)量を記載。



六ケ所再処理工場の長期運転

⚫ 六ヶ所再処理工場の長期安定運転は、核燃料サイクルの推進に重要

⚫ 日本原燃では、ラ・アーグ再処理工場やJAEAに、運転員や技術者を派遣
し、工場の運営に必要な技術力の維持・向上に向けた取組を進めている

⚫ 六ヶ所再処理工場の運転期間に関する法令上の上限は無く、40年で維持や
取替が困難となり、プラント全体の廃止が必要となる設備は想定されてない

⚫ 設備メンテナンスを担う事業者や、取替用部品のメーカーの一部撤退など、
長期利用に向けた課題が発生（サプライチェーン維持が課題）

⚫ 仏国との協力して進めていくべき中長期的な課題

✓ メンテナンス技術の高度化（線量が高い区域での効率的な機器取替技術など）

✓ 中長期を想定した、取替用部品の確保、サプライチェーン・技術の維持（建設
が当面想定されない中でのサプライチェーン維持の⽅策など）

✓ プルサーマルに伴って発生する使用済MOX燃料に関する再処理技術の確立と、
再処理 ︣

出典：第45回原子力小委員会 資料２ 33



使用済燃料の行先の明確化
⚫使用済燃料を再処理し、回収プルトニウム等を有効利用する核燃料サイクル
の推進は、一貫して、我が国の基本的な方針

⚫ 2025年7月23日、むつ中間貯蔵施設の事業開始に向けた議論過程において、
宮下・青森県知事が齋藤・経済産業大臣（当時）と面談し、同施設は立地協
定において建屋ごとに50年の使用期限がある中、「中間貯蔵後の使用済燃料
の搬出先の明確化」を図るように要請

⚫使用済み燃料の発生量は、六ヶ所再処理工場の年間処理能力を下回ると想
定され 、 六ヶ所再処理工場の長期かつ安定利用を⾏うことで、原子力発電
所の運転で今後発生する使用済燃料に加え、貯蔵中の使用済燃料について
も、順次、再処理することが可能。

出典：第45回原子力小委員会 資料２より作成 34

⚫中間貯蔵された使用済燃料につい
ては、六ヶ所再処理工場を搬出先
として想定し、安全性確保を大前
提に、そのために必要となる六ヶ
所再処理工場の長期かつ安定利用
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原子力事業者のプルトニウム所有量

⚫ 原子力委員会の公表資料（令和6年における我が国のプルトニウム管理状況
（2025年8月公表））によれば、2024年末時点で、国内外において管理されてい
る分離プルトニウム総量は約44.4トン。そのうち、国内保管分は約8.6トン、海外
保管分は約35.8トン

⚫ 日本の原子力事業者のプルトニウム所有量は、年末時点で、合計約40.1トン。

2023年末時点 2024年末時点

総量 約44.5トン 約44.4トン

国内で保管中 約8.6トン 約8.6トン

海外で
保管中

›ὓ 約35.8トン 約35.8トン

英国 約21.7トン 約21.7トン

仏国 約14.1トン 約14.1トン

（注１）分離プルトニウムは、核的損耗（核燃料物質の自然崩壊により損耗（減少）した量）等
を考慮している。
（注２）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

35



プルトニウムの着実な利用

⚫ 余剰Puを持たないという理念から、Pu保持量は47.3t に制限 (Puキャップ)。
⚫ 電力会社は海外再処理で合計40tのPuを保有している。Puキャップの制限のため

に、再処理プラントのフル稼働前に、PuをLWR-MOXとして消費する必要がある。
⚫ 六ケ所再処理ではフル稼働で年間6.6トンのPuが発生する。回収PuをLWR-MOX

として燃やすための原子力発電所の確保が必須。現在、回収PuをLWR-MOXとし
て燃焼できる炉は4基あるが、2030年半ばまでに12基に増やす必要がある。
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プルサーマルによるプルトニウム利用

⚫ 核燃料サイクルでは、再処理、MOX燃料加工、プルサーマルによるプルトニウムの
利用といった工程が存在。

⚫ こうした全体の工程が滞りなく進めてプルトニウムを消費していくことが、核燃料
サイクルの持続的な利用を進める上で重要。

37



使用済みMOX燃料の再処理技術開発
⚫ 使用済MOX燃料は、通常の使用済燃料に比べて、①プルトニウムが多く含まれ、硝

酸に溶けにくい、②白金属元素が多く含まれ、ガラス溶融炉内で沈殿しやすい、と

いった技術的な課題あり。このため、将来、商業用の再処理施設で使用済MOX燃料

の再処理を実現するためには、こうした課題を克服するための研究開発が必要。

⚫ このため、2030年代後半の技術確立に向けて、関連予算を拡充（R6年度：約

11.7億円）するなど、研究開発を加速化。

通常のウラン燃料 MOX 燃料

白金族元素を含む
放射性物質

（ガラス固化）

約4.7%

約0.5%

約1.0%

約93.8%

約5.1%

約4.0%

約0.3%

約90.6%

核分裂し易いウラン

核分裂しにくいウラン

約5.0%

約95.0%

約6.0%

約1.0%

約93.0%

プルトニウム

白金族元素を含む
放射性物質

（ガラス固化）

核分裂しにくいウラン

核分裂し易いウラン

プルトニウム

使用前 使用済 使用前 使用済
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使用済みMOX燃料の再処理-2
⚫ 使用済MOX燃料は、通常の使用済燃料で希釈して再処理（＝混合再処理）することに

より、技術的には再処理が可能。既にフランスでは約70トン、我が国でも約30トンを

試験的に再処理した実績あり。

⚫ 現在までに、プルサーマルによって発生した使用済MOX燃料は約44トン（各発電所の

燃料プールで保管中）。まずは、既にある通常の使用済燃料2万トンを再処理すること

が必要。また、使用済MOX燃料を再処理するには、一定期間、燃料プールで冷却する

ことも必要。このため、実際に処理が必要となるまでに十分に間に合うよう、2030年

代後半の技術確立を⽬指す。

◆国内外における使用済MOX燃料の再処理実績

電力会社 発生場所 貯蔵量

関西電力
高浜3号機 約11トン

合計 約20トン
高浜４号機 約9トン

四国電力 伊⽅3号機 約7トン 合計 約7トン

九州電力 玄海3号機 約17トン 合計 約17トン

合計 約44トン

フランス
時期 ︓1992年、1998年、2004年〜2008年

実施者︓オラノ社(ラ・アーグ再処理⼯場)

日本
時期 ︓1986年〜2007年

実施者 ︓JAEA(東海再処理⼯場)

実績 ︓約70トン 実績 ︓約30トン

◆国内の使⽤済MOX燃料貯蔵量・発⽣場所（2024年3⽉末時点）
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核燃料サプライチェーンの国際動向

世界的な天然ウランの需要の増加が見込まれる一⽅、ウクライナ侵略の長期化により
、欧米諸国はロシアからの調達を低減する動きから、核燃料の国際的な需給ひっ迫に
よる価格高騰のリスクがある。フロントエンドの市場価格は、2022年度比で約1.5倍
から2倍に膨れ上がっている。

フロントエンドの市場価格

出典︓UxC社情報等を基に経済産業省作成
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精鉱スポット($/lbU3O8)

（※ウラン鉱石からイエロー
ケーキにする役務価格）

転換スポット/欧州($/kgU)

（※イエローケーキから
六フッ化ウランにする
役務価格）

濃縮⻑契($/SWU)

（※濃縮役務の
⻑期契約価格）

東日本
大震災 ウクライナ

侵略

OECDと世界のウラン需給

出典︓OECD-NEA、IAEA「uranium 2022︓Resources, Production and 
Demand」（2023）

需要が供給
を上回る世界の需要

世界の生産量

出典 第39回原子力小委員会 資料２ 40
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核燃料サプライチェーンの国際動向

G7気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケ（2024年４月29日）

ӸӸӸ我々は、ロシアの影響を受けない多様化された燃料サプライチェーンを促進することを含めて、
ロシアからの民生用原子力関連製品への依存を低減し、供給の多角化を追求する国々を⽀援すると
のG7首脳のコミットメントを再確認する。我々は、ロシアの設計による原子炉を運転する国々が、
代替する核燃料契約の 締結を進め、スペアパーツ、部品、サービスに関する依存を低減する努力を
継続していることに留意する。ӸӸӸ

加・仏・日・英・米による民生原子燃料にかかる声明（2023年４月15日）
･･･カナダ、フランス、日本、英国、米国はロシアのサプライチェーンからの依存度低減を可能にし
ながら、現在運転中の原子炉への燃料供給を⽀え、革新炉向けの燃料の開発と展開を可能とする原
子燃料に関する協力可能性のある領域を特定した。この多国間の取組は、世界の民生原子力燃料市
場を確立するために、各国の保有する民生原子力分野における特有の資源及び能力を認識し、活用
することを⽬的としている。ウラン採掘、転換、濃縮、燃料加工、そして輸送に関する戦略的機会
において協力することは、気候変動、エネルギー安全保障、経済の強靱性という我々の持つ共通の
⽬標を⽀える。･･･

⚫ こうした背景から、G7気候エネ環境大臣会合や同志国間において、原子力に関するロ
シア依存を低減するとのコミットメントや、燃料サプライチェーンを含む原子力分野
における協力の重要性に関する声明を発出。各国における自律的な燃料サプライチェ
ーンの確保の必要性を確認。

⚫ 欧米諸国では、自国内での燃料サプライチェーンの拡大に向けた追加投資を発表する
など、ロシア依存度低減に向けた動きが進展。

原子燃料に関するロシア依存度提言に向けた国際合意

出典 第39回原子力小委員会 資料２ 41



世界のウラン濃縮役務の動向

出典︓ETC社HP,  Urenco社「Urenco Annual report 2023」

⚫ 昨年12月には、日米英仏加の５カ国間で、特にロシアのシェアが高い
︣ כֿ をするなど、脱ロシアに向けた取組が加速。

⚫ 更に、ウラン濃縮技術は、欧米諸国ではEnrichment Technology Company(ETC)が、
日本では日本原燃がウランを濃縮する技術を有しており、西側諸国の濃縮技術は寡占状態
。

ウラン濃縮等への投資促進に関する国際的な共同宣⾔

Urenco Ltd 
21.7%

ORANO 
50.0%

ETC

・遠心機の製造
・濃縮⼯場の設計
・プロジェクト管理
・遠心機研究開発

Enrichment Technology Company

2006年、効率的・経済的に技術を共有する
ことを⽬的にアレヴァ社（現オラノ社）とウレン
コ社による共同出資により設立。

「札幌ファイブ」宣⾔：（2023 年12 月7日）

Ṅ

ễ Ṅệ
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Ṅ

Urenco 
Destschlan 
d GmbH 
28.3%

出典 第39回原子力小委員会 資料２ 42



ウラン燃料⽀援に関する我が国の動向
⚫ 日本は濃縮ウランを、2022年末時点で、海外から100%調達（※）している。先述の

通り、ウクライナ侵略の長期化により、欧米諸国はロシアからの調達を低減する動き
から、核燃料の国際的な需給ひっ迫による価格高騰のリスクがある。

⚫ そこで、国としては、国内で一定程度の濃縮ウランを供給できる体制を構築し、国内
外の情勢も勘案しつつ、安定的かつ自律的に国内需要を満たす相当程度の濃縮ウラン
を供給することを⽬指すため、2024年2月に、ウランを経済安全保障推進法に基づ
く「特定重要物資」に指定。現在ウラン濃縮役務を含むウラン燃料の安定供給確保に
向けた⽀援を検討中。

（※）2023年8⽉から⽇本原燃のウラン濃縮⼯場を再開したが、⽣産規模は原発の１基未満。

出典︓Ux社「UxC 2022 Nuclear Fuel Cycle Sector Market
出典︓World Nuclear Association, World enrichment demand versus installed capacity

標準シナリオ
における不足分

原子力高成長シナリオ
における不足分

2040 年までの世界の濃縮ウランの需要見込み

ロシア

フランス

イギリス・ドイツ・オランダ・アメリカ

中国
原子⼒低成⻑

シナリオ

Shares - 2023-03」 を元に経済産業省作成

2022 年の世界の濃縮市場シェア（再掲）

38%

30%

15%

3%

13%

1%

TVEL/TENEX

（ロシア）
Orano

（フランス）
Centrus

（アメリカ）

Urenco

（イギリス・ドイツ・オランダ・アメリカ）
CNNC

（中国）
Other

（その他）

出典 第39回原子力小委員会 資料２ 43



我が国のウラン濃縮施設

1988年8⽉

1992年3⽉

着⼯

操業開始（150tSWU/年）

〜1998年10⽉ 段階的に増設（〜1050tSWU/年）

新型遠心機（75tSWU/年）許可

新型遠心機への更新のため、運転停止

運転開始（新型遠心機、〜75tSWU/年）

2010年1⽉

2010年12⽉

2012年3⽉

〜2023年5⽉

2013年5⽉

2017年5⽉

新規制基準への適合申請

増設（75tSWU/年）

事業変更許可（450tSWU/年）

安全対策⼯事のため、運転停止

運転再開（75tSWU/ 年）

段階的に増設予定（～450tSWU / 年）

2017年9⽉

2023 年8月

～2027 年度

⚫ ウラン濃縮技術とは、ウランを原子力発電の燃料として利用するため、遠心分離機で物理的

分離により、核分裂しやすいウランの濃度を5%程度まで高めるための機微技術。

⚫ 我が国においても、国産技術を保有しており、青森県六ヶ所村において、日本原燃が、国内
唯一の濃縮工場として、1992年に運転を開始。

⚫ 日本原燃では、ウラン濃縮役務のコスト競争力向上の観点から、遠心分離機の高性能化や長

寿命化に係る技術開発を行い、新型遠心分離機を開発。2012年3月から、新型遠心分離機

へのリプレースを順次開始した上で、運転を再開。

六ヶ所ウラン濃縮⼯場の概要 遠⼼分離機の導⼊状況

⾦属胴遠心分離機(旧式)
（1992年）

回転胴︓⾦属
分離性能⽐：１
⽣産能⼒（最終）︓1050tSWU/年

回転胴︓複合材料
分離性能⽐：４～５
⽣産能⼒（現在）︓75tSWU/年

新型遠心分離機
（2012年）

出典 第39回原子力小委員会 資料２ 44



ウラン燃料の製造工程

粉末状のウランを円筒
型に焼き固めてペレット
にし、燃料棒に詰めた後、
燃料集合体に成形加
⼯。

濃縮したガス状の六フ
ッ化ウランを粉末状の
ウラン（二酸化ウラン
）に再転換。

核分裂を起こしやすい
ウラン235の割合を⾼
めるため、濃縮。

粉末状のウラン精鉱を
ガス状の六フッ化ウラン
に転換。

ウラン鉱石から不純物を
取り除き、粉末状のウラ
ン精鉱（イエローケー
キ）に製錬。

濃 縮

再転換

製錬

ウラン鉱山 転 換

燃料成形加⼯

写真︓⽇本原燃HP

出典 第39回原子力小委員会 資料２ 45



ウラン燃料の安定供給

⚫ ウラン燃料のサプライチェーンにおけるロシアへの依存度低減の動きが欧米で進展
している。

⚫ 我が国は、国産のウラン濃縮技術を有するとともに、濃縮・再転換・燃料成形加工・
再処理・ MOX燃料加工の産業を有している。（転換工程を持っていない）

⚫ こうしたウラン燃料に関する技術を維持するとともに、六ヶ所再処理工場で回収さ
れるウランの利用も含めて、一定程度の自律性にある持続可能なウラン燃料供給を
確保する。

⚫ 中長期的には、同志国間での安定的・自律的なウラン燃料のサプライチェーン確保に
貢献していくことが重要である。

2040年 総発電量 1.1～1.2 PWh
原子力発電の割合20％と仮定
原子力発電量 220～240TWh
必要核燃料 670 tHM/y
濃縮Ｕ 600 tHM/y
ＭＯＸ 70 tHM/y
濃縮役務 4,500 tSWU/y

六ケ所再処理工場
再処理能力 800 tHM/y
回収Pu 7 tPu
回収U 760tU/y 10tはPuと混合
回収Uから作れる濃縮U 130 tU/y

JNFLの濃縮能力
最大 1,500 tSWU/y
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3.本講演のまとめと
将来の原子力政策



本講演のまとめ
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⚫ わが国の地政学的リスクやDXやGXの進展等による電力需要の増加が見
込まれる中で安定供給と脱炭素の両立を⽬指した「第７次エネルギー基
本計画」の妥当性について考察した。第７次エネ基では脱炭素電源であ
る「再エネ」と「原子力」の最大限活用が謳われ、原子力は2040年まで
に全発電量の20％を担う。

⚫ 全発電量の20％を原子力が担うには30基以上の大型軽水炉が必要。これ
を実現するには既設炉の再稼働を進めると共に、設備利用率の向上、革
新軽水炉へのリプレースが必要。当面、軽水炉サイクルでの安定的な燃
料供給を⾏う必要がある。

⚫ Puについては余剰Puを持たないという理念からPu保有量制限（Pu
キャップ、47.3t以下）があり、再処理工場の稼働で発生する回収Puを
プルサーマルで着実に利用する必要がある。今後の課題としては、海外
保有Puの消費、プルサーマル炉の数を増やすこと、MOX製造時の燃料ス
クラップの処理技術の導⼊など。

⚫ 濃縮Uは現在全量輸入に頼っており、安定供給を進めるには国産化を進め
る必要がある。再処理工場で発生する回収Uの再濃縮、転換工程、再転換
工程の実装により、MOX燃料の利用を含めると軽水炉燃料の3割程度を
国産化可能。



エネ基実現に向けた今後の政策

⚫ 既設炉の最大限利用
長期サイクル運転、運転中保全、状態監視保全による稼働率90%超の達成。
2040年に発電量の20％維持には30基を超える大型軽水炉の稼働

⚫ 次世代革新炉の開発・設置
廃炉を決定した事業者の発電所敷地に新たに”革新軽水炉”の建設が可能。
2045年を⽬標に高速炉実証炉を建設

⚫ 核燃料サイクル政策の堅持
六ケ所再処理とJMOXの稼働。U,MOX燃料の安定供給、使用済みMOX再処理

⚫ 高レベル廃棄物の最終処分の推進
       北海道寿都町・神恵内村の法定プロセスの継続。佐賀県玄海町の文献調査

⚫ 持続的原子力活用への環境整備
        サプライチェーン、ANECによる人材の維持・強化。

第７次エネルギー基本計画に⽰された「原子力の最大限利用」か
ら今後進められる原子力政策は以下の通り。
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ご清聴ありがとうございました。
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